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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第80期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第81期 
第１四半期連結 
累計(会計)期間

第80期

会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成22年４月１日 
至　平成22年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

売上高 (百万円) 2,848 3,534 12,893

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △201 △59 7

当期純利益又は
四半期純損失(△)

(百万円) △121 △32 46

純資産額 (百万円) 2,179 2,135 2,280

総資産額 (百万円) 8,204 8,328 8,250

１株当たり純資産額 (円) 148.61 145.63 155.46

１株当たり当期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △8.26 △2.21 3.19

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 26.6 25.6 27.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 48 96 △22

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7 2 △197

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 206 △129 352

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 797 636 666

従業員数 (人) 437 431 431

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第80期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３　第80期第１四半期連結累計(会計)期間及び第81期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 431

(注) 従業員数は就業人員であります。 

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 399

(注)  従業員数は就業員数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは、生産・販売の形態をとらない業種のため、実態にあわせた表示をしております。

営業実績

当第１四半期連結会計期間における営業実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 営業実績(千円) 前年同四半期比(％)

輸出部門 865,711 ─

輸入部門 1,330,011 ─

国際部門 1,288,872 ─

その他 79,983 ─

小計 3,564,578 ─

消去 △30,002 ─

合計 3,534,575 ─

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、生産や輸出の増加傾向と新興国を中心とした海外

経済の改善を起点として緩やかに回復基調で推移いたしました。企業収益の改善が続くなかで、景気が自

律的な回復へ向かうことが期待されますが、ギリシャ財政危機に端を発した欧州の信用不安や、世界的な

株安、円高の影響などもあり、依然先行き不透明な状態が続いております。

当社グループはこのような状況下におきまして、海外拠点の整備と拡充を行うとともに、積極的な営業

展開に努めてまいりました結果、総取扱量は前年同期間比40.1％増加し、売上高は35億34百万円余(対前

年同期間６億85百万円余増)となりました。損益面につきましては、外注費比率が前年同期間比2.9ポイン

ト増加しましたが、営業総利益は前年同期間比200.8％増加し１億70百万円余(対前年同期間１億13百万

円余増)となりました。営業利益段階では、固定費等を吸収しきれず損失の１億10百万円余(前年同期間は

営業損失２億12百万円余)、経常損失は59百万円余(前年同期間は経常損失２億１百万円余)、四半期純損

失は32百万円余(前年同期間は四半期純損失１億21百万円余)の計上となっております。

　
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① 輸出部門

輸出部門におきましては、繊維製品が減少しましたが、機械機器製品、雑貨が増加したことにより、輸出

部門の売上高は８億65百万円余、セグメント損失は25百万円余の計上となりました。

② 輸入部門

輸入部門におきましては、食料品が減少しましたが雑貨が増加したことにより、輸入部門の売上高は13

億30百万円余、セグメント損失は76百万円余の計上となりました。

③ 国際部門

国際部門におきましては、国際輸出は、北米向けの建設機械及び部品、中国向け、東南アジア向けの機

械、部品の取扱いが増加した結果、国際輸出部門の売上は３億２百万円余の計上となっております。国際

輸入は、当社主力商品であります繊維製品、靴の小ロット化に伴い売上が低調に推移した商品もあります

が、取扱品目の多様化を進め、家具、家電が増加したことにより、国際輸入部門の売上は９億86百万円余の

計上となっております。その結果、国際部門の売上は12億88百万円余、セグメント損失は14百万円余の計

上となりました。

④ その他

船内荷役、港湾関連及び倉庫業等の売上合計は79百万円余となり、セグメント利益は７百万円余の計上

となりました。

　
（注） 上記のセグメントの営業収入には、セグメント間の内部営業収入30百万円余を含んでおります。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ77百万円余増加し、83億28百万円余

となりました。流動資産は１億25百万円余増の31億44百万円余、固定資産は47百万円余減の51億84百万円

余であります。流動資産増加の主な要因は、立替金の増加等によるものであります。固定資産減少の主な

要因は、時価評価差額による投資有価証券の減少等によるものであります。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ３億34百万円余増加し、35億78百万円余となりました。固定負債

は、前連結会計年度末に比べ、１億11百万円余減少し26億14百万円余となりました。流動負債増加の主な

要因は、賞与引当金の増加等によるものであります。固定負債減少の主な要因は、長期借入金の減少等に

よるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ、１億44百万円余減少し、21億35百万円余となりました。これは、利

益剰余金の減少等によるものであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。）は、６億36百万円

となり、前連結会計年度末より30百万円の減少となりました。各キャッシュ・フローの状況と要因は次の

とおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における営業活動による資金は、その他の資産の減少等がありましたが、賞

与引当金及びその他の負債の増加等により、96百万円の増加(前年同四半期は48百万円の増加)となりま

した。前年同四半期と比べると48百万円の増加となりました。主な要因は税金等調整前四半期純損失、営

業債権の増減額及び営業債務の増減額等の変動によるものであります。
　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当１四半期連結会計期間における投資活動による資金は、その他の支出と有形固定資産の取得にる支

出の減少がありましたが、貸付金の回収よる収入により、２百万円の増加(前年同四半期は７百万円の増

加)となりました。前年同四半期と比べると５百万円の減少となりました。これは、その他の支出の減少に

よるものであります。
　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における財務活動による資金は、短期借入金の純増加額と、長期借入金の返

済による支出及び配当金の支払額により、１億29百万円の減少(前年同四半期は２億６百万円の増加)と

なりました。前年同四半期と比べると３億35百万円の減少となりました。主な要因は長期借入金の増加が

無かったことであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループの主要な事業である港湾運送における貨物量は、景気の変動はもとより、業者間の価格競

争や、生産在庫調整等など顧客の物流政策の変更による影響を受けます。また、海外地域における貿易に

関する法的規制や、産業構造の変化及び物流形態の変革等によって増減する可能性があります。

これらの状況を踏まえて、当社グループといたしましては、景気の動向や経営環境の変化に柔軟に対応

し、継続的に安定した収益を確保できる基盤を確立するため、海外物流拠点の充実による効率的で且つき

め細かいサービスの提供や、自家施設の更なる整備・拡充による取扱品目の多様化など、「国際物流業務

のトータルプランナーとして常に革新する企業」を目指し、顧客のニーズの変化に的確に対応した事業

体となる経営を進めてまいります。

今後の見通しにつきましては、景気の回復基調に伴い港湾における物流量も緩やかに増加すると思わ

れますが、流通形態の変革や顧客のコスト削減要請等による原価率の上昇により、当社グループの事業環

境は引続き厳しい状況であります。新規顧客の獲得と既存顧客のシェア拡大と、より一層の粗利益の増

加、原価・経費の削減を念頭に収益性の向上に努めてまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　
(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 54,000,000

計 54,000.000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,700,00014,700,000
大阪証券取引所
市場第２部

単元株式数は1,000株
であります。

計 14,700,00014,700,000 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年６月30日 ─ 14,700 ─ 735,000 ─ 170,427
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(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】
平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ─ ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 23,000

─ ─

(相互保有株式)
普通株式 31,000

─ ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,602,000
　

14,602 ─

単元未満株式 普通株式 44,000 ─ １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 　 14,700,000─ ─

総株主の議決権 ─ 14,602 ─

(注)　１　「完全議決権株式（その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権1個）含ま

れております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式　106株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】
平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
トレーディア株式会社

神戸市中央区海岸通1-2-2223,000─ 23,000 0.2

(相互保有株式)
広瀬産業海運株式会社

大阪市港区築港3-1-8 5,000 ─ 5,000 0.0

(相互保有株式)
三笠陸運株式会社

神戸市中央区港島8-11-6 12,000─ 12,000 0.1

(相互保有株式)
株式会社忠和商会

横浜市中区新山下町3-2-1514,000─ 14,000 0.1

計 ― 54,000─ 54,000 0.4
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年４月 　５月 　６月

最高(円) 170 165 165

最低(円) 160 155 155

(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所の市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日

まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、神明監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 636,102 666,999

受取手形及び売掛金 1,768,166 1,761,474

繰延税金資産 52,289 24,593

立替金 497,297 440,345

その他 192,924 128,046

貸倒引当金 △2,166 △2,360

流動資産合計 3,144,614 3,019,098

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,495,547 1,526,095

機械装置及び運搬具（純額） 28,495 32,826

工具、器具及び備品（純額） 7,573 7,382

土地 1,156,869 1,156,869

リース資産（純額） 116,918 105,894

有形固定資産合計 ※１
 2,805,404

※１
 2,829,069

無形固定資産

借地権 34,560 34,560

その他 14,167 14,408

無形固定資産合計 48,728 48,968

投資その他の資産

投資有価証券 937,824 994,077

差入保証金 820,368 819,664

繰延税金資産 148,667 123,066

その他 476,958 472,884

貸倒引当金 △53,734 △55,931

投資その他の資産合計 2,330,084 2,353,761

固定資産合計 5,184,217 5,231,799

資産合計 8,328,832 8,250,898
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 1,322,565 1,309,256

短期借入金 1,723,728 1,657,148

リース債務 32,647 28,905

未払法人税等 5,448 13,136

賞与引当金 192,200 36,800

その他 302,329 199,524

流動負債合計 3,578,919 3,244,771

固定負債

長期借入金 2,096,411 2,218,915

リース債務 90,404 82,496

退職給付引当金 309,436 322,497

役員退職慰労引当金 117,751 102,058

固定負債合計 2,614,004 2,725,967

負債合計 6,192,924 5,970,739

純資産の部

株主資本

資本金 735,000 735,000

資本剰余金 170,427 170,427

利益剰余金 1,225,748 1,331,562

自己株式 △7,848 △7,848

株主資本合計 2,123,327 2,229,141

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 12,929 52,411

繰延ヘッジ損益 △349 △1,394

評価・換算差額等合計 12,580 51,017

純資産合計 2,135,907 2,280,159

負債純資産合計 8,328,832 8,250,898
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業収入

港湾運送事業収入 1,684,501 －

国際輸送事業収入 938,201 －

兼業事業収入 226,239 －

営業収入合計 2,848,943 3,534,575

営業費用

港湾運送事業費 1,802,576 －

国際輸送事業費 870,282 －

兼業事業費 119,367 －

営業費用合計 2,792,225 3,363,994

営業総利益 56,717 170,581

一般管理費 ※１
 268,854

※１
 281,400

営業損失（△） △212,137 △110,818

営業外収益

受取利息及び配当金 9,967 41,460

持分法による投資利益 2,826 11,527

その他 15,580 20,958

営業外収益合計 28,375 73,945

営業外費用

支払利息 17,165 20,737

その他 675 1,802

営業外費用合計 17,841 22,540

経常損失（△） △201,602 △59,413

特別利益

貸倒引当金戻入額 382 297

その他 1,188 －

特別利益合計 1,570 297

特別損失

固定資産除売却損 115 12

特別損失合計 115 12

税金等調整前四半期純損失（△） △200,147 △59,128

法人税等 △78,894 △26,699

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △32,429

四半期純損失（△） △121,253 △32,429
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △200,147 △59,128

減価償却費 42,469 43,551

退職給付引当金の増減額（△は減少） △15,791 2,632

貸倒引当金の増減額（△は減少） △382 △2,390

受取利息及び受取配当金 △9,967 △41,460

支払利息 17,165 20,737

持分法による投資損益（△は益） △2,826 △11,527

有形固定資産除売却損益（△は益） 115 12

その他の損益（△は益） △487 △804

賞与引当金の増減額（△は減少） 96,655 155,400

営業債権の増減額（△は増加） 277,782 △4,495

その他の資産の増減額（△は増加） △90,281 △144,741

営業債務の増減額（△は減少） △180,878 13,309

その他の負債の増減額（△は減少） 115,091 97,760

小計 48,517 68,855

利息及び配当金の受取額 9,967 41,460

利息の支払額 △6,384 △11,409

法人税等の支払額 △3,972 △2,766

営業活動によるキャッシュ・フロー 48,128 96,139

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △10,180 △6,983

投資有価証券の取得による支出 △1,498 △1,335

貸付金の回収による収入 21,766 21,766

その他の収入 1,983 3,578

その他の支出 △4,133 △14,753

投資活動によるキャッシュ・フロー 7,936 2,271

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △1 －

短期借入金の純増減額（△は減少） 80,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △99,990 △155,923

長期借入れによる収入 300,000 －

配当金の支払額 △73,386 △73,384

財務活動によるキャッシュ・フロー 206,621 △129,307

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 262,686 △30,897

現金及び現金同等物の期首残高 534,967 666,999

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 797,654

※１
 636,102
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

会計処理基準に関する事

項の変更

(1)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面

の取扱い」の適用

当第１四半期連結会計期間より「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16

号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の

取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

　 (2)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

(1) 連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。

(2) 当第１四半期連結累計期間より、営業収入及び営業費用の事業内訳につきましては、セグメント情報の開示に伴

いまして、「営業収入」及び「営業費用」の名称で一括表示する方法に変更しております。

なお、前第１四半期連結累計期間と同一の事業内訳による当第１四半期連結累計期間の金額は、 

「港湾運送事業収入」 1,993,563千円、 「国際輸送事業収入」 1,288,872千円、 「兼業事業収入」252,140千円、

「港湾運送事業費」 2,029,300千円、 「国際輸送事業費」 1,218,343千円、 「兼業事業費」 116,350千円　

であります。

　

【簡便な会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

税金費用の計算

税金費用につきましては、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算し

ております。また、見積実効税率を使用できない場合は、税金等調整前四半期純利益に一時差異に該当しない重要

な差異を加減した上で、法定実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末 

(平成22年６月30日)
前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 5,422,716千円
　

※１　有形固定資産の減価償却累計額 5,379,697千円
　

　２　偶発債務

　　　連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対し

て、次の通り債務保証を行っております。

阪神コンテナー輸送㈱ 13,000千円

神戸港島港運協同組合 297,780千円

　　　(同組合員３社と連帯保証)

　 　

　２　偶発債務

　　　連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対し

て、次の通り債務保証を行っております。

阪神コンテナー輸送㈱ 14,500千円

神戸港島港運協同組合 315,020千円

　　　(同組合員３社と連帯保証)

　 　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

※１　一般管理費のうち主要な項目は、次のとおりであり

ます。

給料手当 95,238千円

退職給付費用 15,769千円

※１　一般管理費のうち主要な項目は、次のとおりであり

ます。

給料手当 110,638千円

退職給付費用 21,759千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 797,654千円

現金及び現金同等物 797,654千円

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 636,102千円

現金及び現金同等物 636,102千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日

 至  平成22年６月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 14,700,000

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 33,483

　

３  新株予約権の四半期連結会計期間末残高

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 73,384 5 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第１四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)
同一セグメントでありますので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)
全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメント情
報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)
海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

【セグメント情報】

(追加情報)
当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号  平成20年３月21日)を適用しております。
　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社は、港湾運送事業、国際輸送事業を中心に事業活動を展開しております。なお、輸出、輸入、国際の３

つの部門を基本として組織が構成されており、各部門単位で、戦略を立案し、事業活動を展開しておりま

す。

従って、当社は、「輸出」、「輸入」及び「国際」の３つの報告セグメントとしております。

「輸出」「輸入」は、荷主(輸出入貿易業者)から委託を受け、港湾において貨物の船積み、陸揚げ、荷捌

き、通関手続きの業務等を行っております。「国際」は、海外各国の業者と業務提携を行い、日本と諸外国

間外航海運の利用運送を行うとともに諸外国の内陸運送、通関を含むドア・ツー・ドアの輸送を一貫し

て行っております。
　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　 　 　 　 (単位：千円)

　 報告セグメント
その他
(注1)

合計
調整額
(注2)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注3)

　 輸出 輸入 国際

営業収入 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 856,4931,327,3791,288,87261,8303,534,575 ─ 3,534,575

セグメント間の内部
売上高又は振替高 9,217 2,632 ─ 18,15230,002△30,002 ─

計 865,7111,330,0111,288,87279,9833,564,578△30,0023,534,575

セグメント利益又は損失(△) △25,958△76,981△14,915 7,036△110,818 ─ △110,818

（注)１.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、船内荷役、港湾関連、倉庫業及びその

他の事業を含んでおります。

２.調整額△30,002千円は、セグメント間取引消去額であります。

３.セグメント利益又は損失(△)の合計は、四半期連結損益計算書の営業損失であります。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

　

(資産除去債務関係)

当社は、倉庫等の賃貸不動産賃借契約に基づき、倉庫等の退去時における原状回復に係る債務を有して

おりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来倉庫等を移転する予定もないこ

とから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務

を計上しておりません。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産に関しては、重要性が乏しいため記載を省略しております。　
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 145.63円
　

　 　

　 155.46円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末

（平成22年６月30日)

前連結会計年度末

（平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,135,907 2,280,159

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) ─ ─

普通株式に係る四半期連結会計期間末(連結会計年度末)
の純資産額(千円)

2,135,907 2,280,159

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期連結会計
期間末(連結会計年度末)の普通株式の数(千株)

14,666 14,666

　
２  １株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 8.26円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

１株当たり四半期純損失金額 2.21円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △121,253 △32,429

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △121,253 △32,429

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,666 14,666

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のものに

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけ

るリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動がありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月12日

トレーディア株式会社

取締役会　御中

　
神明監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　古  村　 永　子　郎　 　印
　

　 　 　
　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡　　田　　憲　　二　　印

　
　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているト

レーディア株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トレーディア株式会社及び連結子会社の平成

21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月11日

トレーディア株式会社

取締役会  御中

　

神明監査法人

　

代表社員 
業務執行社員

　 公認会計士　　重　　藤　　紘　　一　　印

　

代表社員 
業務執行社員

　 公認会計士　　古  村　 永　子　郎　 　印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているト

レーディア株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成

22年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トレーディア株式会社及び連結子会社の平成

22年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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